
別記様式第1（第2条の10関係）（平29原子規17・追加、令元原子規2・令元原子規3・令2原子規12・一部改正）合併（分割）認可申請書年月日原子力規制委員会殿名称代表者の氏名（注1）名称代表者の氏名（注1）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第55条の3第1項の規定により、次のとおり法人の合併（分割）の認可を受けたいので申請します。名称合併又は分割する法人（注1）代表者の氏名住所名称合併又は分割する法人（注1）代表者の氏名住所承継前名称承継後工場又は郵便番号（）事業所地位の承継に係る工場又は事業所及び使用の場所（注3）都道所在地府県電話番号（）使用の場所名称代表者の氏名郵便番号（）合併後存続する法人若しくは合併によつて設立される法人又は分割により使用施設等並びに核燃料物質及び核燃料物質によつて汚染された物を一体として承継する法人都道住所府県電話番号（）合併又は分割の方法及び条件（注4）合併又は分割の理由合併又は分割の時期年月日使用施設等の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関すること注1新設分割の場合は、新設分割を行おうとする者のみ記載すること。2「地位の承継に係る工場又は事業所及び使用の場所」地位の承継に係る工場又は事業所及び使用の場所を全て記載すること。3「合併又は分割の方法及び条件」吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割の区分及び合併又は分割の条件を記載すること。なお、合併又は分割の条件については、合併後存続する法人若しくは合併によつて設立される法人又は分割により使用施設等並びに核燃料物質及び核燃料物質によつて汚染された物を一体として承継する法人において、核燃料物質が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと及び核燃料物質の使用を適確に行うに足りる技術的能力があることを確認できるよう、核燃料物質の使用の目的及び方法並びに使用済燃料の処分の方法に変更がないこと並びに核燃料物質の使用に必要な技術的能力について記載すること。備考1本様式は、日本産業規格A4版とすること。2この申請書の提出部数は正本1通とすること。3この申請書には、核燃料物質の使用等に関する規則第2条の10第1項に規定する書類を、それらの書類の一覧とともに添えること。4様式中に記載しきれないときは、「別紙のとおり」と記載し、別紙を用いても構わない。



 


